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環境基本計画取組指標達成状況

■ 重点的取組

① 脱炭素社会の推進

② 住み続け選びたくなるまちの実現

③ 環境啓発・環境教育の充実
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１ 環境配慮型の消費行動
　の推進

(1) 市民の行動変容につながる
　取組の推進

公共施設における再生可能エネ
ルギーの利用の拡大

再生可能エネルギー利用施設数 16件 16件 1７件 18件 18件 19件 22件

R８年２月から新たに島田会館で三条保内発電所で発電された電力
の利用を開始し、R７年度の目標を達成することができた。今後も
公共施設の電気使用状況等を把握し、電気事業者（株式会社
UPDATER）からの電気料金の算出及び現状との比較資料などの
精査を行い、新たに導入候補となり得る施設の選定を進める。

(2) 企業の脱炭素に向けた取組
　の支援

企業向け説明会の開催及び情報
提供

中小企業版SBT認証取得企業数 － － ０社
20社

（累計）
７社 ５社/年 ５社/年

新たに温室効果ガスの把握・削減に取組む企業が増えたことや、認証
取得申請業務委託料の高騰に伴い１社あたりの補助上限額を増額した
ことで７社が補助金を活用してSBT認証を取得することができた。R
７年度の利用実績を踏まえて、補助対象経費に対し満額支給を確保し
つつ、支援企業を増やすため、１件当たりの補助上限額を見直した。

２ 既存資源の有効活用 (2) 森林資源の有効活用 木質バイオマスの利活用の推進 間伐材、林地残材等の利用量 5,922t/年 6,045t/年 7,445t/年 10,000t/年 4,820t/年 10,000t/年 10,000t/年
海外への流通経路が強化されたことなども利用量が減少した一因と
推測される。森林経営計画による森林の整備を進める中で、未利用
材の活用が図られるよう、新たな森林経営計画の作成を支援する。

１ 持続可能な社会の基盤
　づくり

(1) 農地・里山環境の保全 環境に配慮した農業の推進
農薬・化学肥料５割低減特別栽培取組面積
及び有機農業取組面積

390ha 390ha 367ha 410ha 344ha 410ha 510ha
環境に配慮した有機栽培米・県認証特別栽培農産物の取組面積は
R6年度に比べ減少した。農業者への周知を拡充し、環境に配慮し
た有機栽培米・県認証特別栽培農産物の取組面積の拡大を図る。

(2) 総合的な空き家対策の推進 空き家バンク制度の運用
売却、賃貸借がなされたものの件数及び市
による整備件数

42件/7年 41件/年 48件/年 50件/年 72件/年 75件/年 70件/6年

最終年度の目標値である6年間累計70件を単年度で達成できた。
R８年度以降も空き家・空き地バンクの制度周知及び所有者、利用
希望者間のマッチングを進めることで成約を増やしていくほか、令
和10年度までに移住促進住宅の整備を7棟進める予定である（令
和５年度：２件、令和６年度：０件、令和７年度１件）。"

１ 裾野を広げる環境啓発
　の推進

(1) 市民、事業者への環境啓発
かんきょう庵における環境学習
及び体験型イベントの開催

かんきょう庵における講座及びイベントの
参加者数

2,049人/年 1,873人/年 1,414人/年 2,000人/年 1,596/年 2,000/年 2,500人/年
イベントや講座の内容を見直したところ、R6年度と比べ参加者が
増加した。新たなイベントや講座を企画するとともに、周知方法な
どを見直し効果的な情報発信を行う。

２ 未来を創る環境教育の
　推進

(1) 小学校などにおける環境学
　習の推進

エコクラス認定制度の継続 エコクラス認定数 37クラス/年 28クラス/年 17クラス/年 30クラス/年 18クラス/年 25クラス/年 40クラス/年

校長会等でエコクラスを活用した環境学習の取組事例を紹介するな
ど周知を行ったところ、今年度から新たに取り組む学校があり、昨
年度よりエコクラス数が増加したものの、児童数の減少による学級
数の減少や複式学級化及び総合学習におけるカリキュラム内容の変
更を理由に実施を見送った学校があったことから、目標値を大きく
下回った。出前環境教室のメニュー増加やクラス単位に限らない申
込みを呼び掛ける。

(2) 体験型環境教育の推進 体験型環境教育の充実 体験型講座への参加者数 216人/年 216人/年 203人/年 300人/年 19人/年 300人/年 300人/年

自然や生き物とのふれあいなどの体験型講座については、環境関係
団体との連携が図れなかったことから、全体としては目標数値を大
きく下回った。また、市主催のエコキッズ探検隊の体験型講座で
は、令和６年度（25名）と同程度の参加があった。親子で参加し
やすいよう開催内容や開催時期の検討を行う。



環境基本計画取組指標達成状況

■ 従来からの継続した取組

① 自然環境の保全と創造

② 生活環境の保全

③ 快適環境の保全と創造

④ 地球環境への貢献

※ 現況値は令和3年度末における実績値、目標値（最終年度）は令和10年度における目標値

※ 個別計画の改定や事業変更などにより、修正した箇所については赤字表記としております。
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１ 誰もが親しめる水辺空
　間の確保

(1) 親水性のある水辺空間の活
　用

水辺に生息する動植物の保全活
動及び各種レクリエーション・
イベントの検討

水辺に生息する動植物の保全活動及び各種
レクリエーション・イベントへの参加者数

90人/年 15人/年 18人/年 100人/年 19人/年 100人/年 240人/年
目標数値を大きく下回ったが、天候に恵まれ予定どおり開催するこ
とができたことから、R6年度同様の実績であった。
今後も市の広報等により、イベントの周知を行う。

６ ごみの減量及び再利
　用・リサイクルの推進

(2) ごみ減量化の推進
ごみの発生抑制・再利用・リサ
イクルに関する意識啓発

ごみの排出量 38,555t/年 36,264t/年 34,989t/年 34,244t/年 34,161t/年 33,631/年 34,344t/年

人口減少でごみ排出量は年々減少しており、市民１人当たりのごみ
の排出量も減少傾向であることから、より一層の減量化を進めるた
め、ごみの分別と3Rの更なる広報活動を行う
【参考】市民１人あたりごみ排出量　1,039g/日（R7実績）

一般廃棄物（ごみ）のリサイクル率 13.3% 13.7% 13.8% 14.1% 13.0% 14.1% 14.1%
R7年度の一般廃棄物のリサイクル率はR６年度よりも減少したこ
とから、リサイクル促進のため、更なる広報活動を行う。

２ 誰もが気持ちよく暮ら
　せるまちの形成

(2) 環境美化活動の推進
まち美化ボランティア制度の普
及促進及び市民との協働による
まち美化事業の推進

まち美化ボランティア登録者数 2,232人 2,179人 1,932人 2,100人 1,988人 2,100人 2,500人

新たな団体等の登録及び一部継続団体内の活動者増加に伴い、R６
年度と比較し団体数、登録者数とも増加した。高齢化等により参加
者が減少した団体もあることから、新たな活動団体が増加するよう
普及促進のため、スポーツごみ拾い大会参加者に周知チラシを配布
するなど、更なる広報活動を行う。

２ 地域から地球環境の保
　全への貢献

(1) 地球温暖化防止に向けた市
　の率先的な取組

地球温暖化防止実行計画に基づ
く取組

公共施設関係の二酸化炭素削減率
※基準年2013年
15,800t-CO2との比較

23% 14% 24% 35%
省エネ法
算定数値
集計中

38% 50％
※目標年度2030年

エネルギー使用量の削減に向け、施設内の不要な照明の消灯など、日
常における取組を実施する。
また、電気使用量における二酸化炭素排出量の算定で使用する電気事
業者別排出係数が比較的低い再生可能エネルギーを公共施設で使用す
ることにより、二酸化炭素排出量を削減が見込まれることから、導入
施設の拡大を図る。


